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受付年月日 紹介期限日 就業地住所 職業分類令和6年4月26日 令和6年5月16日求人番号
東京都文京区 034-01

求求 人人 票票（（フフルルタタイイムム））
公 開

範 囲
事業所名等を含む求人情報を公開する13010-47243341

産業分類事業所番号

識別欄
オンライン自主応募不可I66 Z88 行政機関973
地方自治体、民間人材ビジネス共に不可A47

1301-206331-9

（１／２）１　求人事業所 ３　賃金・手当
事

業

所

名

ザイムショウ　カントウ　ザイムキョク　トウキョウザイムジムショ

就

 

　

業

 

　

場

 

　

所

事業所所在地と同じ 月月額額（（ａａ＋＋ｂｂ）） 円円 〜〜       335511,,227788 円円      227788,,115544
財務省　関東財務局　東京財務事務所 〒 113-8553

東京都文京区湯島４－６－１５　湯島地方合同庁舎
※（固定残業代がある場合はａ＋ｂ＋ｃ）

基

本

給

基本給（月額平均）又は時間額　　　月平均労働日数（     日）20.2
ａ

所

　

在

　

地

   231,694 円 〜    292,900 円
〒 113-8553 千代田線　湯島駅　から　徒歩5分

れ
る
手
当

定
額
的
に
支
払
わ

東京都文京区湯島４－６－１５　湯島地方合同庁舎
地域 手当  46,460 円 〜  58,378 円

賃

　

　

　

　

　

　

　

　

　

金

手当 円 〜 円

手当 円 〜 円
ｂ

http://kantou.mof.go.jp/ 受動喫煙対策 あり（屋内禁煙）ホームページ

敷地内禁煙（屋外に喫煙場所を設置）
手当 円 〜 円

固

定

残

業

代

円）ななしし （ 円 〜２　仕事内容

職

種

マ　
イ通
カ勤
｜

転可

勤能

の性

固定残業代に関する特記事項なし不不可可
ｃ

［契約］国有財産関係事務（専門調査員１）

仕

　

　

事

　

　

内

　

　

容

・国有財産にかかる事務全般
　不動産の引受、貸付、売払、境界協議等に関する折衝、評価、
　書類作成、審査、契約等

・専門調査員は係長職としての職務になります。

・普通自動車免許を所持されている方は、業務用車の運転をお願い
　する場合があります。

・変更範囲：変更なし

年

　

齢

不問
そ
の
他
手
当
付
記
事
項

年齢制限該当事由 不問

・「ａ基本給」については、日給×２０．２日で算出
・「ａ基本給」については実務経験に応じて決定します
・「ｂ地域手当」は基本給の約２０％を支給します。高校以上学

　

歴

ｄ
必須

必経

要験

な等

必要な経験・知識・技能等 必須

国有財産の管理処分、不動産の取引・管理等の業務におおむね１０
年以上従事し、これらの専門的知識を有していると認められる方 賃

　
金

形
態
等

雇

 

用

 

形

 

態

日給     13,770 円 〜     17,390 円
正社員以外

その他内容
必Ｐ
　Ｃ
要ス
　キ
なル

正社員以外の名称 期間業務職員

ワード、エクセル、電子メールの操作の可能な方 通
勤

手
当

正社員登用 ななしし 月額　55,000 円実費支給（上限あり）
正社員登用の実績（過去３年間）

賃
　
金

締
切
日

必
要
な
免
許
・
資
格

固定（月末）

派請

遣負

・等

宅地建物取引士（旧：宅地建物取引主任者） あれば尚可就 業 形 態 派遣・請負ではない

賃
　
金

支
払
日

測量士 あれば尚可

固定（月末以外）　翌月　16 日労働者派遣事業の許可番号

雇

 

用

 

期

 

間

雇用期間の定めあり（４ヶ月以上）

昇

 

給

令和6年7月1日　〜　令和7年3月31日 ななしし

試

用

期

間

契約更新の可能性　あり（条件付きで更新あり）
１ヶ月試試用用期期間間あありり 期間

賞

 

与

契約更新の条件
試用期間中の労働条件 同条件

業務量、勤務成績、予算等の事情に応じて再雇用する場合あり
（通算契約期間上限５会計年度／更新回数上限４回）

回（前年度実績）あありり（前年度実績　あり） 年2

賞与月数　計  4.50ヶ月分（前年度実績）



受付年月日 紹介期限日令和6年4月26日 令和6年5月16日 求人番号

事
業
所
名

財務省　関東財務局　東京財務事務所
求求 人人 票票（（フフルルタタイイムム））

13010-47243341
事業所番号

（２／２）４　労働時間 ６　会社の情報 ７　選考等 1301-206331-9

募集
理由

採用
人数

企

業

情

報

欠員補充従業員数   1,500人 設立年   2人
就業場所    300人（１） 09時 00分 〜 17時 45分

選考
方法

資本金
就

業

時

間

（うち女性    100人）（２） 〜 書類選考  1回） 筆記試験＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ その他面接（予定あり労働組合（うちパート     40人）（３） 〜

結果
通知

事
業
内
容

面接選考結果通知書類選考結果通知
財務省・金融庁の出先機関として、地方公共団体への融資、国有地
の管理処分や金融機関の監督など、生活に身近な仕事をしています

又は 〜 の間の 時間 その他即　決＝＝＝＝＝＝＝＝ ＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝
面接後書類到着後 21日以内  7日以内

就業時間に関する特記事項
通知
方法

求職者マイページに連絡 郵送 電話 その他＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ Eメール＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

会
社
の
特
長

日
時

各部署２０〜６０代を中心に、幅広い年齢層の方々が活躍しており
ます。比較的、非常勤職員が多い職場です。

書類選考後面接日を個別連絡。５／２０〜２２の内１日を予定その他

時
間
外
労
働
時
間

〒 113-8553

選
考
場
所

役職／
　代表者名

東京都文京区湯島４－６－１５　湯島地方合同庁舎
時間外労働あり 月平均   3時間

法人番号
所長

800001205000136協定における特別条項 なし 木村　隆
特別な事情・期間等

フルタイム あり パートタイム あり就業規則
千代田線　湯島駅　から　徒歩5分

職務給制度 なし 復職制度 なし

年間休日数休憩
時間

育児休業
取得実績

介護休業
取得実績

看護休暇
取得実績

ﾊﾛｰﾜｰｸ紹介状 履歴書（写真貼付）
分 60 122日 あり あり あり その他 資格を証する写し職務経歴書 ｼﾞｮﾌﾞ·ｶｰﾄﾞ＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

応

募

書

類

等

休

日

等

土　日　祝日　その他 送付方法外国人雇用実績　　　なし

Eメール＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 郵送週休二日制 毎　週

１２月２９日〜１月３日
求職者マイページ＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

求人に関する特記事項

・退職金支給：６ヶ月を超えて勤務した場合に支給。
・勤務状況が良好な方は更新の可能性あり。
・国家公務員災害補償制度に基づく補償があります。
・就業に関する規定は人事院規則によります。
・賞与支給：６月・１２月の年２回（在籍期間の規定あり）

※応募期限：令和６年５月１６日（木）１７時必着
＊電話連絡の上、応募書類・ハローワーク紹介状、資格を証する写
　し（不動産に関する資格を保有する場合のみ）を管財第１課採用
　担当宛に郵送してください。
＊書類選考後、面接日を個別に連絡します。
　（不採用者には、応募書類を返却。）
＊応募状況により、早めに募集を打ち切る場合があります。
＊面接試験に合格された場合、過去６ヶ月以内に受診した健康診断
　書の提出を依頼する予定です（指定項目あり）。
＊事業所連絡＝土日祝日不可
　平日９：００〜１２：００及び１３：００〜１７：００　
＊面接時にＥｘｃｅｌ等を使用して簡単な実技試験を実施
・応募にはハローワークの紹介状が必要となります。

郵送の送付場所

6ヶ月経過後の年次有給休暇日数　10 日 〒

〒１１３－８５５３　東京都文京区湯島４－６－１５　湯島地方合
同庁舎　関東財務局東京財務事務所　管財第１課　採用担当５　その他の労働条件等

退職金共済 退職金制度
加入
保険

雇用 労災＝＝＝＝＝＝＝＝ 公災 健康 厚生
あり 応募書類の返戻 選考後は返却未加入財形＝＝＝＝＝＝＝＝ ＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝その他（ ） （勤続　1年以上）

企業
年金

選考に関する特記事項
＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ ＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ ＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝厚生年金基金 確定拠出年金 確定給付年金

定年制 なし 再雇用制度 なし 勤務延長 なし
関東財務局東京財務事務所
管財第１課　採用担当

担
当
者

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝単身用　あり入居可能住宅
＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝世帯用　あり 採用担当者

利用可能託児施設 電話番号 03-5842-7018 内線（ ）なし

託児施設に関する特記事項 FAX 03-5842-7050

Eメール

ハローワークより：求人票は雇用契約書ではありません。採用時には必ず、書面により労働条件の明示を受けてください。


